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　昭和37年頃から生物学研究者の間に研究所設立の要望が高まり，関連学会(日本動物学会，日本植物学会等)を中心に

種々検討がなされた。

昭和 41年　5　月 日本学術会議は ,第46回総会において ,生物研究所 (仮称 )並びに生物科学研究交流センター (仮称 )

の設立について内閣総理大臣に勧告した。

昭和 48年 10月 学術審議会は ,分子科学研究所 ,基礎生物学研究所 (仮称 )及び生理学研究所 (仮称 )を緊急に設立

すべき旨 ,文部大臣に報告した。

昭和 50年　4　月 昭和 50年度予算に岡崎基礎総合研究所 (仮称 )調査費が計上された。

昭和 50年　5　月 事務次官裁定により ,岡崎基礎総合研究所 (仮称 )調査会議設置。

昭和 50年 12月 岡崎基礎総合研究所 (仮称 )調査会議から文部大臣に報告が行われた。

昭和 51年　5　月 昭和 51年度予算に分子科学研究所調査室経費が計上され ,5月 10日 ,文部大臣裁定により分子科

学研究所に調査室 (定員 5人 )及び岡崎総合研究機構調査会議設置。

昭和 51年　6　月 岡崎総合研究機構調査会議においては ,昭和 50年度の岡崎基礎総合研究所 (仮称 )調査会議の報

告を踏まえ ,岡崎地区における総合研究機構はさしあたり基礎生物学及び生理学の 2研究所より構

成することとし ,その具体的事項について調査検討した。

昭和 52年　5　月 生物科学総合研究機構 (基礎生物学研究所 ,生理学研究所 )創設。

 国立学校設置法の一部を改正する法律 (昭和 52年法律第 29号 )の施行により生物科学総合研究

機構創設。

 機構に基礎生物学研究所及び生理学研究所設置。基礎生物学研究所創設と同時に 3研究系 , 3研究

部門 , 1研究施設及び技術課設置。

 細胞生物学研究系 (細胞機構研究部門 )

 発生生物学研究系 (生殖研究部門 )

 制御機構研究系 (情報制御研究部門 )

 培養育成研究施設

 技術課

昭和 53年　4　月 分子科学研究所の管理部が管理局となり ,生物科学総合研究機構の事務を併せ処理することとなっ

た。3研究部門設置。

 細胞生物学研究系 (細胞融合研究部門 )

 発生生物学研究系 (細胞分化研究部門 )

 制御機構研究系 (感覚情報処理研究部門 )

昭和 54年　4　月 3研究部門及び 1研究施設設置。

 細胞生物学研究系

 (細胞内エネルギー変換機構研究部門 )

 制御機構研究系

 (計時機構研究部門 ,行動制御研究部門 )

 アイソトープ実験施設

昭和 55年　4　月 細胞生物学研究系に細胞情報研究部門設置。

昭和 56年　4　月 岡崎国立共同研究機構創設。

 国立学校設置法の一部を改正する法律 (昭和 56年法律第 23号 )の施行により ,分子科学研究所及
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び生物科学総合研究機構 (基礎生物学研究所 ,生理学研究所 )は ,昭和 56年 4月 14日をもって総

合化され , 3研究所は岡崎国立共同研究機構として一体的に運営。

 細胞生物学研究系に細胞増殖研究部門設置。

昭和 57年　4　月 発生生物学研究系に形態形成研究部門設置。

昭和 58年　4　月 発生生物学研究系に発生生物学研究部門設置。

昭和 63年　4　月 制御機構研究系に遺伝子発現統御研究部門設置。

昭和 63年 10月 総合研究大学院大学が創設。

 基礎生物学研究所に同大学生命科学研究科分子生物機構論専攻が置かれる。

平 成 元 年　5　月 遺伝子発現統御研究部門が廃止され ,形質統御実験施設 (遺伝子発現統御第一研究部門 ,遺伝子発

現統御第二研究部門 )設置。

平成　4　年　4　月 形質統御実験施設に種分化機構第一研究部門設置。

平成　8　年　5　月 形質統御実験施設に種分化機構第二研究部門設置。

平成 10年　5　月 形質転換生物研究施設設置。

平成 11年　4　月 生命環境科学研究センター設置。

平成 12年　4　月 アイソトープ実験施設 ,生命環境科学研究センター廃止。

 共通研究施設として ,統合バイオサイエンスセンター ,計算科学研究センター ,動物実験センター ,

アイソトープ実験センター設置。

平成 13年　4　月 情報生物学研究センター設置。

平成 16年　4　月 大学共同利用機関法人自然科学研究機構創設。

 国立大学法人法の施行により ,国立天文台 ,核融合科学研究所 ,基礎生物学研究所 ,生理学研究所及

び分子科学研究所が統合再編され ,大学共同利用機関法人自然科学研究機構となった。岡崎国立共

同研究機構管理局が大学共同利用機関法人自然科学研究機構岡崎統合事務センターとなった。

 3研究系の廃止とともに研究部門名を変更し ,新たに研究室を設けた。

平成 17年　4　月 連携・広報企画運営戦略室設置。
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概　　　　　要

　基礎生物学研究所は大学における学術研究の発展に資するため，基礎生物学に関する総合研究を行うことを目的とし

て設置された。生物現象の基礎的事項の究明を目標とし，動物・植物を対象に，生物の基本単位である細胞の構造・働

き・増殖・分化，器官の形成，外界からの刺激に対する生体の反応・制御等について総合的研究を行う。

設置形態

　国立大学法人法 (平成 15年法律第 112号 )の制定により，大学共同利用機関法人自然科学研究機構が創設され， 

基礎生物学研究所は他の４研究所とともに自然科学研究機構の一員となった。

運営組織

　自然科学研究機構に，経営，教育研究及び機構運営に関する重要事項を審議するため経営協議会，教育研究評議会

及び機構会議を置く。また，研究所に，研究教育職員の人事等研究所の運営に関する重要事項で，所長が必要と認め

るものについて所長の諮問に応じる運営会議を置く。

事務組織

　研究所の事務は，自然科学研究機構岡崎統合事務センターが処理する。

研究組織

　19研究部門，10研究室，2研究施設及び 1研究センターと技術課を置いている。全国の大学の教員その他の者で，

研究所の目的たる研究と同一の研究に従事する者の利用に供するとともに共同研究を行う。

組織の概要

研究体制の概要
基礎生物学研究所における研究体制

　昨年 (平成 16年 4月 )，大学共同利用機関が法人化されたのを機会に，基礎生物学研究所および統合バイオサイ

エンスセンターの基礎生物学関連研究領域における研究体制の大幅な見直しを行った。その目的は，基礎生物学研究

所における基盤研究を一層充実させることにあり，そのために研究部門を再編成するとともに，新たに研究室を設け

た。このうち「研究部門」については，従来どおりの教授のリーダーシップの下に基盤研究を推進する研究グループ

である。その名称については現在の基礎生物学分野を考慮しつつ， 実際の研究活動を反映したものに改めた。一方，「研

究室」は，主に施設やセンターなどに所属する個々の研究者から構成される比較的小さな研究グループである。研究

部門と研究室は研究単位であり，いわば研究の現場である。それらの研究活動の実績と現状は「研究活動」の項に述

べてある。

　22研究部門と 11研究室とをさらに 7研究領域に分類したが，これらは中期計画のなかで，今後さらに強化，発

展させる必要があると判断された基盤研究領域と一致する。

　上記の研究体制見直しによる基盤研究の充実と，新しい分野の創成に対してそれぞれの研究者が自由に変更できる

柔軟な研究協力体制の構築は，研究所をあげての新たな研究プロジェクト創設のための堅固な基盤となる。国際的に

重要かつ緊急に進展させる必要のある基礎生物学のプロジェクトについて，研究領域，部門，室の枠を越えた研究プ

ロジェクトを実施する。
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共同利用

　全国の大学の教員その他の者で，研究所が目的とする研究に従事する者には施設の利用を供するとともに研究所の

教員との共同利用研究を行う。

●重点共同利用研究

　生物学の基盤研究をさらに強化発展させ，独創的で世界を先導する研究を創成し，発展させるため，他の研究機関

の研究者と所内の教授，助教授が共同して行う複数のグループからなる総合研究。

●モデル生物・技術開発共同利用研究

　生物学研究に有用な新しいモデル生物の確立および解析技術開発に向けて，他研究機関の研究者あるいは所内の研

究者が，基礎生物学研究所の施設 (培養育成研究施設，形質転換生物研究施設，情報生物学研究センター，分析室 )

および岡崎共通研究施設アイソトープ実験センターと共同して行う研究。

●個別共同利用研究

　他の研究機関の研究者が所内の教授，助教授と協力して行う個別プロジェクト研究。

●共同利用実験
　大型スペクトログラフを使用して，本研究所が設定した実験課題について行う実験・研究。昭和 56年度から開始

している。

●研究会
　基礎生物学及びその関連分野での緊急かつ重要なプロジェクトについて現状分析を行うと共に，将来の具体的研究

計画を討議し，研究推進する比較的少人数の研究討論集会。

●施設利用
　研究所の施設は個別に利用するもので，分析室については，平成 8年度からその有する機器をより有効に活用す

るため，公募による利用の申し込みを受け付けている。

　以上の共同利用研究 (重点共同利用研究，個別共同利用研究 )及び研究会並びに，共同利用実験，施設利用は年 1回，

研究課題を公募している。なお，平成 17年度から従来のグループ共同研究，個別共同研究，研究会，大型スペクト

ログラフ共同利用実験，形質統御実験施設共同利用実験，環境耐性植物共同利用実験と細分化していたものを，新た

に重点共同利用研究を設けるとともに，個別共同利用研究，研究会，大型スペクトログラフ共同利用実験に整理統合

している。

総合研究大学院大学

　総合研究大学院大学に参加し，同大学と緊密な連携・協力の下に，国立遺伝学研究所及び生理学研究所とともに生

命科学研究科を組織し，基礎生物学専攻を担当し教育研究を行う。

　同大学は，学部を持たない大学院大学である。平成元年度から後期 3年の博士課程のみで発足した。平成 16年度

からは後期 3年の博士課程に加えて 5年一貫制の博士課程を併設し，大学院教育の充実を図っている。

大学院教育協力

　大学共同利用機関として，広く基礎生物学及びこれに関連する分野における研究者の共同利用に供されるとともに，

研究者の養成に関しては，国・公・私立大学の要請に応じてそれらの大学に所属する大学院学生を「特別共同利用研

究員」として受け入れ，併せて研究指導を行い大学院教育の協力を行っている。

国際交流

　基礎生物学分野の国際的な学術交流を活発化するため，研究者の交流や国際シンポジウム等を開催している。

●国際共同研究
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　自然科学研究機構の共同研究協定に基づき，基礎生物学研究所と EMBLとの合同シンポジウムによる質の高い情

報交換や，大学院生を含めた研究者交流を行っている。また，共同研究の中核をなすバイオイメージングにおいては，

EMBLで新しく開発された顕微鏡システム（SPIM）を基礎生物学研究所に導入するなどの技術交流も盛んに行って

いる。

●国際研究拠点
　日本学術振興会先端研究拠点事業 (課題 :アフリカツメガエル・ニシツメガエルを用いた機能ゲノム学の推進 )を

始めとした，基礎生物学分野の国際研究拠点としての事業を積極的に行っている。

●基礎生物学研究所コンファレンス (NIBB Conference)

　平成 9年度まで特定研究経費により，国際研究集会として「基礎生物学研究所コンファレンス」を毎年開催して

40回に及んだ。しかし特定研究が平成 9年度限りで打切られたため，平成 10年度からは国際シンポジウム (COE)

及びリーダーシップ支援経費を活用して，「基礎生物学研究所コンファレンス」を継続している。すでにこの線に沿っ

て 13回のコンファレンスが国内外多数の研究者の参加を得て行われている。

●生物学国際高等コンファレンス (Okazaki Biology Conferences)

　現代の生物学は，分子生物学的な還元的な方法論に依拠しながら，大きな発展を遂げてきた。しかしながら，さら

なる生物学の発展には， 新しい研究課題としての問題発掘が必須である。

　我が国の基礎生物学を先導する基礎生物学研究所では，生物学コミュニティの大きな組織の一つである生物科学学

会連合に意見を聞きながら，今後生物学が進むべき新たな研究分野の国際的コミュニティを形成するため，先導的な

国際研究集会を開催することを提唱してきた。

  生物科学学会連合の推薦を受けて，基礎生物学研究所は， 平成 15年度から国内外の第一線級の研究者の参加を得

て生物学国際高等コンファレンス (OBC)(http://obc.nibb.ac.jp/) を主催している。第 1回 OBCは， 平成 16年 1月

に「絶滅の生物学 (The Biology of Extinction)」と題して開催され， 国外からの招待者 40数名を含め 70数名の参

加者のもとに活発な発表， 討論が行われた。OBCに関しては，Nature誌が本コンファレンス直後に News Article 

“Extinction meeting kicks off Japan's plans for networking (February 5， 2004)” として取り上げるなど， 国内外か

らの期待はきわめて大きい。平成 16年 9月には， 第 2回 「地球圏微生物学 (Terra Microbiology)」，平成 18年 3月

には第 3回「絶滅の生物学 2（The Biology of Extinction 2）」，平成 18年 9月には第 4回「地球圏微生物学 2」，平

成 19年 3月には第 5回「種分化と適応：モデル生物の生体ゲノミクスとその展望」が開催された。
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機構会議

研 究 部 門 ・ 研 究 室

発 生 生 物 学 領 域 生 殖 生 物 学 研 究 部 門
性 差 生 物 学 研 究 部 門
形 態 形 成 研 究 部 門 
発 生 遺 伝 学 研 究 部 門
分 子 発 生 学 研 究 部 門
生 殖 遺 伝 学 研 究 室

■
■
■
■
■
■

細 胞 生 物 学 領 域 高 次 細 胞 機 構 研 究 部 門
分 子 細 胞 生 物 学 研 究 部 門
細 胞 増 殖 研 究 部 門 ＊ 
細 胞 構 造 研 究 室
細 胞 社 会 学 研 究 室

西村　幹夫
大隅　良典
酒巻　和弘
小川　和男
濱田　義雄

長濱　嘉孝
諸橋憲一郎（九大）
上野　直人
小林　　悟
高田　慎治
田中　　実

野田　昌晴
山森　哲雄
森　　裕司
渡辺　英治
笹岡　俊邦

飯田　　滋
堀内　　嵩
長谷部光泰
児玉　隆治
成瀬　　清

井口　泰泉
塚谷　裕一
和田　正三
渡辺　正勝

望月　敦史
内山　郁夫

宮脇　敦史
野中　茂紀

■
■
■
■
■

細 胞 器 官 培 養 室
人 工 気 象 室
実 験 圃 場
下 等 真 核 細 胞 培 養 室
大 型 ス ペ ク ト ロ グ ラ フ 室
電 子 計 算 機 室

技 術 課

時系列生命現象領域Ⅰ
時系列生命現象領域Ⅱ
生 命 環 境 研 究 領 域Ⅰ
生 命 環 境 研 究 領 域Ⅱ

・発 生 遺 伝
・分 子 発 生
・生 命 環 境
・植 物 発 生

岡崎統合バイオサイエンスセンター

計 算 科 学 研 究 セ ン タ ー

動 物 実 験 セ ン タ ー

ア イソト ー プ 実 験 セ ン タ ー

研 究 施 設

■
■
■
■

神 経 生 物 学 領 域 統 合 神 経 生 物 学 研 究 部 門
脳 生 物 学 研 究 部 門
行 動 生 物 学 研 究 部 門 ＊
神 経 生 理 学 研 究 室
神 経 生 化 学 研 究 室

■
■
■
■
■

進 化 多 様 性 生 物 学 領 域 分 子 遺 伝 学 研 究 部 門
ゲ ノ ム 動 態 研 究 部 門
生 物 進 化 研 究 部 門
構 造 多 様 性 研 究 室
バ イ オ リ ソ ー ス 研 究 室

■
■
■
■
■

環 境 生 物 学 領 域 ■
■
■
■

分 子 環 境 生 物 学 研 究 部 門
植 物 発 生 遺 伝 学 研 究 部 門 ＊
光 情 報 研 究 部 門 ＊
光 環 境 学 研 究 室

＊客員研究部門

理 論 生 物 学 領 域 ■
■
理 論 生 物 学 研 究 部 門
ゲ ノ ム 情 報 研 究 室

培 養 育 成 研 究 施 設

形 質 転 換 生 物 研 究 施 設

情 報 生 物 学 研 究 セ ン タ ー

■
■
電 子 顕 微 鏡 室
機 器 研 究 試 作 室

分 析 室
洗 滌 室
廃 棄 物 処 理 室

■
■
■

運営会議

連携 ・ 広報企画運営戦略室
基礎生物学研究所

長濱　嘉孝

所  長
岡田　清孝

副所長（併）

上野　直人

西村　幹夫

野田　昌晴

山森　哲雄

長濱　嘉孝

研究主幹（併）

岡崎３機関

イメージングサイエンス研究領域 ■
■
発 生 ダ イ ナ ミク ス 研 究 部 門＊
時 空 間 制 御 研 究 室

名誉技官

服部　宏之

名誉教授

太田　行人
岡田　節人
江口　吾朗
竹内　郁夫
鈴木　義昭
毛利　秀雄
勝木　元也

自然科学研究機構組織図
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国 立 天 文 台

機構長
選考会議 教育研究評議会

経営協議会

監　事

満木　泰郎
野村　智夫

自然科学研究機構

理　事

井上　明俊
本島　　修
勝木　元也
中村　宏樹
石井　紫郎

 基礎生物学研究所 ・
生理学研究所共通施設

機構長
志村　令郎

副機構長
観山　生見
本島　　修
岡田　清孝
岡田　泰伸
中村　宏樹｠

核融合科学研究所

生 理 学 研 究 所

分子科学研究所

岡崎共通研究施設
（基礎生物学研究所関連）

岡崎統合事務センター

機構会議

研 究 部 門 ・ 研 究 室

発 生 生 物 学 領 域 生 殖 生 物 学 研 究 部 門
性 差 生 物 学 研 究 部 門
形 態 形 成 研 究 部 門 
発 生 遺 伝 学 研 究 部 門
分 子 発 生 学 研 究 部 門
生 殖 遺 伝 学 研 究 室

■
■
■
■
■
■

細 胞 生 物 学 領 域 高 次 細 胞 機 構 研 究 部 門
分 子 細 胞 生 物 学 研 究 部 門
細 胞 増 殖 研 究 部 門 ＊ 
細 胞 構 造 研 究 室
細 胞 社 会 学 研 究 室

西村　幹夫
大隅　良典
酒巻　和弘
小川　和男
濱田　義雄

長濱　嘉孝
諸橋憲一郎（九大）
上野　直人
小林　　悟
高田　慎治
田中　　実

野田　昌晴
山森　哲雄
森　　裕司
渡辺　英治
笹岡　俊邦

飯田　　滋
堀内　　嵩
長谷部光泰
児玉　隆治
成瀬　　清

井口　泰泉
塚谷　裕一
和田　正三
渡辺　正勝

望月　敦史
内山　郁夫

宮脇　敦史
野中　茂紀

■
■
■
■
■

細 胞 器 官 培 養 室
人 工 気 象 室
実 験 圃 場
下 等 真 核 細 胞 培 養 室
大 型 ス ペ ク ト ロ グ ラ フ 室
電 子 計 算 機 室

技 術 課

時系列生命現象領域Ⅰ
時系列生命現象領域Ⅱ
生 命 環 境 研 究 領 域Ⅰ
生 命 環 境 研 究 領 域Ⅱ

・発 生 遺 伝
・分 子 発 生
・生 命 環 境
・植 物 発 生

岡崎統合バイオサイエンスセンター

計 算 科 学 研 究 セ ン タ ー

動 物 実 験 セ ン タ ー

ア イソト ー プ 実 験 セ ン タ ー

研 究 施 設

■
■
■
■

神 経 生 物 学 領 域 統 合 神 経 生 物 学 研 究 部 門
脳 生 物 学 研 究 部 門
行 動 生 物 学 研 究 部 門 ＊
神 経 生 理 学 研 究 室
神 経 生 化 学 研 究 室

■
■
■
■
■

進 化 多 様 性 生 物 学 領 域 分 子 遺 伝 学 研 究 部 門
ゲ ノ ム 動 態 研 究 部 門
生 物 進 化 研 究 部 門
構 造 多 様 性 研 究 室
バ イ オ リ ソ ー ス 研 究 室

■
■
■
■
■

環 境 生 物 学 領 域 ■
■
■
■

分 子 環 境 生 物 学 研 究 部 門
植 物 発 生 遺 伝 学 研 究 部 門 ＊
光 情 報 研 究 部 門 ＊
光 環 境 学 研 究 室

＊客員研究部門

理 論 生 物 学 領 域 ■
■
理 論 生 物 学 研 究 部 門
ゲ ノ ム 情 報 研 究 室

培 養 育 成 研 究 施 設

形 質 転 換 生 物 研 究 施 設

情 報 生 物 学 研 究 セ ン タ ー

■
■
電 子 顕 微 鏡 室
機 器 研 究 試 作 室

分 析 室
洗 滌 室
廃 棄 物 処 理 室

■
■
■

運営会議

連携 ・ 広報企画運営戦略室
基礎生物学研究所

長濱　嘉孝

所  長
岡田　清孝

副所長（併）

上野　直人

西村　幹夫

野田　昌晴

山森　哲雄

長濱　嘉孝

研究主幹（併）

岡崎３機関

イメージングサイエンス研究領域 ■
■
発 生 ダ イ ナ ミク ス 研 究 部 門＊
時 空 間 制 御 研 究 室

名誉技官

服部　宏之

名誉教授

太田　行人
岡田　節人
江口　吾朗
竹内　郁夫
鈴木　義昭
毛利　秀雄
勝木　元也
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事務
センター棟

配　　置　　図

施　設 面積 (m²)
①　実験研究棟	 11,077
　　A	大型スペクトログラフ室
　　B	動物実験センター (水生動物室 )
②　形質統御実験棟	 2,575
③　共通施設棟	Ⅰ	 3,080
　　( アイソトープ実験センター，分析室，電子顕微鏡室 )
④　共通施設棟Ⅱ	 612
　　	( 形質転換生物研究施設の一部，	機器研究試作室 )
⑤　動物実験センター (陸生動物室 )	 3,184
⑥　実験廃液処理施設	 −
⑦　実験圃場 (管理棟・温室 )	 200

施　設	 面積 (m²)
⑧　山手1号館A	 4,674
　　	( 動物実験センターの一部 , アイソトープ実験センターの一部 )
⑨　山手1号館B	( 形質転換生物研究施設 )		 2,303
⑩　山手2号館	 8,453
　　( 統合バイオサイエンスセンターの一部，
　　計算科学研究センターの一部，生理学研究所の一部）

施　設	 面積 (m²)
⑪　山手3号館	 10,757
　　( 基礎生物学研究所の一部 , 生理学研究所の一部 ,
　　分子科学研究所の一部 , 統合バイオサイエンスセンターの一部 )
⑫　山手4号館	 3,813
　　( 分子スケールナノサイエンスセンター )
⑬　山手5号館 (核磁気共鳴装置による実験施設 )		 664
⑭　高圧配電施設	 440
⑮　実験排水処理施設	 111
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総合研究大学院大学

 4月 岡崎国立共同研究機構に総合研究大学院大学創設

準備室及び同創設準備委員会を設置

 5月 本学の設置を規定した「国立学校設置法の一部を

改正する法律（昭和 63年法律第 67号）」が公布、

施行

 9月 総合研究大学院大学創設準備委員会が「総合研究

大学院大学の創設準備について」を取りまとめ

 10月 総合研究大学院大学開学

  大学本部は東京工業大学長津田キャンパス内に設

置

  数物科学研究科

   • 統計科学専攻　 • 加速器科学専攻

   • 放射光科学専攻 • 構造分子科学専攻

   • 機能分子科学専攻

  生命科学研究科

   • 遺伝学専攻 • 分子生物機構論専攻

   • 生理科学専攻

   (学生受入は平成元年 4月)

  初代学長に長倉三郎（理学博士）就任

1989（平元）年

設立の目的

　総合研究大学院大学は、全国の大学研究者の共同研究推進について中心的役割を果たしている大学共同利用機関との

緊密な連携・協力の下に、その優れた人材と研究環境を基盤として博士課程の研究教育を行い、新しい学問分野を開拓

すると共に、それぞれの専門分野において学術研究の新しい流れに先導的に対応することができる幅広い視野を持つ、

創造性豊かな研究者を養成することを目的とする。本学は、全国で初めての学部を持たない博士後期課程の大学院だけ

の大学として創設されたが、平成 16年度に生命科学研究科に 5年一貫制博士課程が先行導入され、平成 18年度には

他 3研究科（物理科学、高エネルギー加速器科学・複合科学研究科）にも続いて導入された。

基礎生物学専攻

　基礎生物学研究所は、国立遺伝学研究所および生理学研究所と共に生命科学研究科を組織し、分子生物機構論専攻を

担当してきたが、平成 17年 4月から基礎生物学専攻に名称変更した。本専攻は、分子生物学を基盤として動植物に関

わる基本的、かつ高次な生物現象を分子レベルまで掘り下げて解析する高度な研究者の養成を行う。そのため生体物質

の物理化学的解析手法や遺伝子操作を含む細胞工学・遺伝子工学的手法を総合して、細胞生物学、発生生物学、制御生

物学、形質発現学などにわたる高次な生物現象の解析を中心に高度な教育研究を行う。なお、本専攻を終了した者に授

与する学位は博士で、付記する専攻分野は「理学」となる。ただし、基礎生物学に係る学術的分野を主な内容とする論

文については、「学術」となる。

沿革

1982（昭 57）年

 6月 国立大学共同利用機関所長懇談会が「国立大学共

同利用機関における大学院の設置について」を要

望

1986（昭 61）年

 4月 国立大学共同利用機関所長懇談会が「大学院問題

に関するワーキング・グループ」で検基づき「総

合研究大学院大学の基本構想について」を取りま

とめ

  岡崎国立共同研究機構に総合研究大学院創設準備

調査室及び同創設準備調査委員会を設置

1987（昭 62）年

 3月 総合研究大学院創設準備調査委員会が「総合研究

大学院の基本構想」を取りまとめ

 5月 岡崎国立共同研究機構に総合研究大学院創設準備

室及び同創設準備委員会を設置

 7月 総合研究大学院創設準備委員会が「総合研究大学

院大学（仮称）の創設準備について一中間まとめ

一」を取りまとめ

1988（昭 63）年
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 4月 文化科学研究科（地域文化学専攻、比較文化学専

攻）を設置

  3研究科学生受入

1991（平 3）年

 4月 教育研究交流センター設置

1992（平 4）年

 4月 文化科学研究科に国際日本研究専攻、数物科学研

究科に天文科学専攻及び核融合科学専攻設置、学

生受入

1993（平 5）年

 4月 数物科学研究科に極域科学専攻設置、学生受入

1994（平 6）年

 2月 神奈川県の斡旋により、三浦郡葉山町に本部用地

（27,000㎡）を㈱三井不動産から寄附により取

得

 3月 葉山キャンパスにおいて本部共通棟（4,205㎡）

着工

 6月 教育研究情報資料センター設置

1995（平 7）年

 2月 大学本部は葉山キャンパスに移転、本部共通棟竣

功

 4月 2代学長に廣田榮治（理学博士）就任

1997（平 9）年

 4月 先導科学研究科（生命体科学専攻）を設置（学生

受入は平成 11年 4月）

1998（平 10）年

 4月 先導科学研究科に光科学専攻設置（学生受入は平

成 11年 4月）

  数物科学研究科放射光科学専攻を物質構造科学専

攻に名称変更

 9月 葉 山 キ ャ ン パ ス に お い て 先 導 科 学 研 究 科 棟

（3,060㎡）着工

1999（平 11）年

 4月 文化科学研究科に日本歴史研究専攻、数物科学研

究科に素粒子原子核専攻設置、学生受入　先導科

学研究科学生受入

 6月 先導科学研究科棟竣功

2000（平 13）年

 4月 3代学長に小平桂一（理学博士）就任

  文化科学研究科にメディア社会文化専攻設置、学

生受入

 7月 葉山キャンパスにおいて図書館棟（1,427㎡）着

工

2002（平 14）年

 2月 図書館棟竣功

 4月 数物科学研究科に情報学専攻設置、学生受入

2003（平 15）年

 4月 文化科学研究科に日本文学研究専攻、数物科学研

究科に宇宙科学専攻設置、学生受入

 10月 本学の国立大学法人への移行を規定した「国立大

学法人法（平成 15年法律第 112号）」が公布、

施行（適用は平成 16年 4月 1日）

2004（平 16）年

 4月 国立大学法人総合研究大学院大学発足

  学長に小平桂一（理学博士）就任

  数物科学研究科を物理科学研究科（構造分子科学

専攻、機能分子科学専攻、天文科学専攻、核融合

科学専攻、宇宙科学専攻）、高エネルギー加速器

科学研究科（加速器科学専攻、物質構造科学専攻、

素粒子原子核専攻）、複合科学研究科（統計科学

専攻、極域科学専攻、情報学専攻）の 3研究科

に改組、数物科学研究科を廃止

  生命科学研究科を博士後期課程から博士後期課程

を併設した 5年一貫性博士課程に改組、学生受

入

  教育研究交流センター及び教育研究情報資料セン

ターを統合し、葉山高等研究センターに改組

2005（平 17）年

 4月 生命科学研究科分子生物機構論専攻を基礎生物学

専攻に名称変更

2006（平 18）年

 4月 物理科学研究科、高エネルギー加速器科学研究科、

複合科学研究科を博士後期課程から博士後期課程

を併設した 5年一貫性博士課程に改組、学生受

入
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地域文化学専攻 

比較文化学専攻 

国際日本研究専攻 

日本歴史研究専攻 

メディア社会文化専攻 

日本文学研究専攻 

構造分子科学専攻 

機能分子科学専攻 

天文科学専攻 

核融合科学専攻 

宇宙科学専攻 

加速器科学専攻 運営会議 

理　事 

監　事 

副学長 

学長補佐 

教育研究評議会 

経営協議会 

物質構造科学専攻 

素粒子原子核専攻 

統計科学専攻 

極域科学専攻 

情報学専攻 

遺伝学専攻 

基礎生物学専攻 

生理科学専攻 

生命体科学専攻 

光科学専攻 

附属図書館 

先導科学研究科 
5年一貫制博士課程・ 
博士後期課程 

専攻長会議 

教授会 

生命科学研究科 
5年一貫制博士課程・ 
博士後期課程 

専攻長会議 

教授会 

複合科学研究科 
5年一貫制博士課程・ 
博士後期課程 

専攻長会議 

教授会 

高エネルギー加速器 
科学研究科 

5年一貫制博士課程・ 
博士後期課程 

専攻長会議 

教授会 

物理科学研究科 
5年一貫制博士課程・ 
博士後期課程 

専攻長会議 

教授会 

葉山高等研究センター 

事務局 

専　攻 研究科 

教授会 

専攻長会議 

文化科学研究科 
博士後期課程 

国立民族学博物館 

国際日本文化研究センター 

国立歴史民俗博物館 

メディア教育開発センター 

人間文化研究機構 

（独）メディア教育 
開発センター 

国文学研究資料館 

分子科学研究所 

国立天文台 

核融合科学研究所 

宇宙科学研究本部 

自然科学研究機構 

（独）宇宙航空研究 
開発機構 

加速器研究施設 

物質構造科学研究所 高エネルギー 
加速器研究機構 

素粒子原子核研究所 

統計数理研究所 

国立極地研究所 情報・システム 
研究機構 

国立情報学研究所 

国立遺伝学研究所 

基礎生物学研究所 

生理学研究所 

上記18の大学共同利用機関との緊密な 
連係・協力体制により教育研究を実施 

基盤機関 大学共同利用機関法人等 

［－］（3） 

［－］（3） 

［－］（3） 

［－］（3） 

［－］（3） 

［－］（3） 

［2］（3） 

［2］（3） 

［2］（3） 

［2］（3） 

［2］（3） 

［2］（※） 

［3］（※） 学  長 

［4］（※） 

［2］（3） 

［2］（1） 

［4］（6） 

［3］（6） 

［3］（6） 

［3］（6） 

［－］（5） 

［－］（5） 

入学定員 

●［　］は5年一貫制博士課程、（　）は博
士後期課程の入学定員を示す。 

総合研究大学院大学組織図



− 14 −

予算の推移

区分 人件費 物件費 計

平成　9年度 705,378 820,206 1,525,584

平成 10年度 716,159 927,008 1,643,167

平成 11年度 758,753 1,074,543 1,833,296

平成 12年度 681,290 889,000 1,570,290

平成 13年度 713,232 1,119,557 1,832,789

平成 14年度 645,126 888,904 1,534,030

平成 15年度 661,474 834,445 1,495,919

平成 16年度 793,750 797,773 1,591,523

定員の推移

区分 所長 教授 助教授（†） 助手（†） 小計 技官 (＊ ) 計
平成　9年度 1 11

(6)
12
(6)

37 61
(12)

32 93
(12)

平成 10年度 1 11
(6)

12
(6)

37 61
(12)

31 92
(12)

平成 11年度 1 13
(7)

16
(7)

40 70
(14)

33 103
(14)

平成 12年度 1 14
(7)

15
(6)

36 66
(13)

32 98
(13)

平成 13年度 1 15
(7)

17
(6)

35 68
(13)

31 99
(13)

平成 14年度 1 15
(7)

19
(6)

35 70
(13)

29 99
(13)

平成 15年度 1 15
(7)

19
(6)

35 70
(13)

28 98
(13)

平成 16年度 1 14
(5)

15
(3)

35 65
(8)

27 92
(8)

平成 17年度 1 13
(4)

14
(3)

32 60
(7)

27 87
(7)

平成 18年度 1 13
(6)

14
(3)

31 59
(9)

26 85
(9)

平成 19年度 1 12
(6)

12
(3)

31 56
(9)

26 82
(9)

（　）内は客員で，外数
平成12年度以降は，基礎生物学研究所関連の岡崎共通研究施設定員を含む。ただし，平成16年度の法人化以降は，現員
（†）平成19年度からは，助教授は准教授に，助手は助教に変更
（＊）平成16年度からは，技官の名称は技術職員に変更

区分（＊）
運営交付金

計
外部資金

計
人件費 物件費 施設費 科学研究費補

助金
その他の
外部資金

平成 17年度 807,534 819,038 1,657,171 3,283,743 695,600 329,980 1,025,580

平成 18年度 857,827 845,637 3,339 1,706,803 523,840 286,438 810,278

平成 19年度 863,017 875,702 564,592 2,303,311 759,260 361,607 1,120,867

( 単位：千円 )

19.4.1
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Quirin Schiermeier,Munich
Germany’s top universities are being asked
to compete for top-up grants from the 
federal government to help them pack more
of a punch internationally.

Five winning institutions will each get
extra funding of �50 million (US$60 mil-
lion) every year for five years from 2006, in a
bold scheme designed to help them compete
on a global stage with the likes of Harvard
University and the University of Tokyo.

A competition for the money will start in
the summer, Germany’s science minister
Edelgard Bulmahn announced at a meeting
in Berlin on 26 January. She called on all of
Germany’s 100 or so research universities to
apply by setting out a plan of how they would
use the money to improve teaching and
research. The winners will be chosen next
year by a committee of German and foreign
researchers and administrators.

“We urgently need more money for
research, but we also need more quality for
our money,”Bulmahn says.

Other participants at the meeting 
included Horst Störmer of Columbia 
University in New York, who won the 1998
Nobel physics prize,and Chancellor Gerhard
Schröder,who said last month that Germany
must do more to promote its élite universi-
ties (see Nature 427,271; 2004).

The federal government has promised
�1.25 billion to the competition.One option
for finding the money is to sell part of the
German central bank’s gold reserves (see
Nature 427, 386; 2004).

In 1996,the government launched a simi-
lar competition, called BioRegio, in which
different regions of the country competed
for biotechnology funding for grants and
equipment. Policy-makers think that this
initiative had some success in strengthening
German biotechnology.

Critics argue that it will take more than a
cash competition to reform the country’s
university system. “It is not sufficient that
universities send around applications boast-
ing how well they can perform,”says Dagmar
Schipanski, science minister of the east Ger-
man state of Thuringia. She thinks it would
be better just to give the money to the DFG,
the country’s main research funding agency,
so that all researchers could compete for it.

But Peter Gaehtgens,president of the Ger-
man Conference of University Rectors, says
he is optimistic that the competition will help
to increase the international standing of Ger-
many’s top universities. In a Chinese survey
of research universities released last month,
no German university came in the top 40.

“Fresh money is always welcome,” says
DFG president Ernst-Ludwig Winnacker.
“But it takes more than that.German univer-
sity laws still promote equality, rather than
competition for the best students and young
scientists.”

Winnacker, Gaehtgens and the heads of
several other research organizations meet
with Bulmahn later this month to hammer
out the details of the competition,and to dis-
cuss further steps that could be taken to
modernize Germany’s universities. �

news

NATURE | VOL 427 | 5 FEBRUARY 2004 | www.nature.com/nature 477

David Cyranoski,Okazaki
East Asian researchers can sometimes feel
cut off from the merry-go-round of small
but prestigious meetings that help to
further the careers of their colleagues in
Europe and North America. Now a series
of conferences in Japan aims to give these
scientists similar benefits.

On 25–30 January, at the First
Okazaki Biology Conference, 70
researchers from 10 countries met in 
the coastal city of Okazaki on Japan’s
main island to discuss the biology of
species extinction.

The conference’s organizers hope 
that it is the first of what will become a
significant series, modelled loosely on the
Gordon Research Conferences held in the
United States.“There’s nothing like the
Gordon Conferences in this region,” says
Yoshitaka Nagahama, a developmental
biologist at Okazaki’s National Institute
for Basic Biology, and chair of the series.

Motoya Katsuki, the institute’s
director, who thought up the idea of
the conferences, says the plan is to bring
together “many researchers who are
climbing different sides of the same
mountain and can’t see one another”.

The extinction meeting brought
together specialists in long-term climate
modelling, the geographical distribution
of animals, and the origin and evolution
of species.

But getting Japanese researchers to
join the international networks that 
serve to build new fields of research 
won’t be easy: much of the meaningful
exchange at small meetings goes on
informally in conversations between
sessions. The organizers say that Japanese
researchers sometimes fade into the
background at such times, mixing mainly
with one another.

Yoh Iwasa, a theoretical biologist 
at Kyushu University who helped to
organize the meeting, concedes that
“Japanese researchers are not used to
getting involved”. But he says that at the
meeting they became more vocal as the
week progressed, and he is optimistic
about the future. “This was only the 
first one,” he says.

A second meeting on species
extinction is set for 2006, and Okazaki
meetings are also planned for September
to discuss organisms living in extreme
conditions, and for March next year on
reproduction. Many more could follow,
the organizers say, if the model proves
successful. �

Universities battle for extra
funds in bid to boost quality

Extinction meeting
kicks off Japan’s
plans for networking

Humboldt University of Berlin: Germany is concerned over the global standing of such institutions.
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